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論壇
1

は
じ
め
に

日
本
の
居
住
者
（
非
永
住
者

以
外
の
居
住
者
）
で
あ
る
個
人

が
、
例
え
ば
、
外
国
法
人
の
株

式
か
ら
の
配
当
を
得
る
場
合

に
、
そ
の
個
人
は
そ
の
外
国
で

は
非
居
住
者
に
該
当
し
、
そ
の

配
当
に
対
し
て
そ
の
外
国
か
ら

所
得
税
が
源
泉
徴
収
さ
れ
る
。

一
方
、
そ
の
個
人
は
、
日
本
で

そ
の
配
当
も
含
め
て
全
て
の
所

得
に
対
し
て
通
常
税
率
で
課
税

さ
れ
る
（
全
世
界
所
得
課
税
、

所
法
7
①
一
）。
こ
の
よ
う
に

同
一
の
所
得
に
対
し
て
居
住
地

国
に
お
け
る
全
世
界
所
得
課
税

と
源
泉
地
国
に
お
け
る
課
税
と

い
う
国
際
的
二
重
課
税
が
生
じ

た
場
合
に
は
、
居
住
地
国
で
あ

る
日
本
の
確
定
申
告
等
で
外
国

税
額
控
除
（
所
法
95
）
に
よ
り

調
整
す
る
。

租
税
条
約
締
結
国
の
場
合
に

は
、
前
記
の
配
当
に
対
し
て
源

泉
地
国
の
国
内
法
で
は
例
え
ば

30
％
の
税
率
で
所
得
税
が
源
泉

徴
収
さ
れ
る
場
合
で
も
、
租
税

条
約
で
10
％
（
例
）
に
軽
減
さ

れ
る
。

と
こ
ろ
が
、
米
国
市
民
及
び

米
国
の
永
住
権（
グ
リ
ー
ン
・
カ

ー
ド
）
保
持
者
は
、
米
国
以
外

の
国
に
居
住
し
、
租
税
条
約
上

は
米
国
の
非
居
住
者
と
し
て
軽

減
や
免
除
が
受
け
ら
れ
る
場
合

で
も
、
米
国
の
国
内
法
に
よ
り

全
世
界
所
得
に
対
し
て
通
常
税

率
で
課
税
を
受
け
る
（
米
国
内

国
歳
入
法
（
以
下「IR

C

」と

い
う
。）1

、
7701

（b

）（1

）

（i

）、

米
国
財
務
省
規
則1

．
1
－
1

（a

）（1
）、
（b

））。

日
米
租
税
条
約
で
は
、
米
国
市

民
に
対
す
る
こ
の
国
内
法
に
よ

る
全
世
界
所
得
課
税
も
米
国
に

認
め
て
い
る（
同
条
約
1
条
4

（
ａ
））。

ま
た
、
米
国
の
市
民
権
を
放

棄
し
た
者
及
び
米
国
の
永
住
権

を
放
棄
し
た
者
が
一
定
の
要
件

に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
米
国

でE
x
p
atriatio

n
T
ax

（
以
下「
市
民
権
・
永
住
権
放
棄

に
係
る
税
」と
い
う
。）
が
課
さ

れ
る
（IR

C 877
、
877
A

）。

こ
れ
は
2
0
0
8
年
6
月
16
日

ま
で
の
放
棄
に
つ
い
て
は
市
民

権
・
永
住
権
を
放
棄
後
、
10
年

間
追
い
か
け
て
非
居
住
者
に
対

し
、
課
税
対
象
の
国
内
源
泉
所

得
を
拡
大
す
る
な
ど
の
特
別
な

課
税
を
行
い
、
2
0
0
8
年
6

月
17
日
以
後
の
放
棄
に
つ
い
て

は
市
民
権
・
永
住
権
放
棄
の
前

日
の
時
価
で
課
税
対
象
資
産
を

売
却
し
た
と
み
な
し
て
課
税
す

る
も
の
で
あ
る（
注
1
）。
日
米

租
税
条
約
で
は
、
市
民
権
・
永

住
権
放
棄
者
に
対
す
る
10
年
間

の
こ
の
追
い
か
け
課
税
を
米
国

に
認
め
て
い
る
（
同
条
約
1
条

4（
ｂ
））。

日
本
の
居
住
者
で
あ
る
米
国

市
民
及
び
米
国
の
永
住
権
保
持

者
へ
の
米
国
の
全
世
界
所
得
課

税
や
市
民
権
・
永
住
権
放
棄
に

係
る
税
の
全
て
が
、
仮
に
日
本

で
外
国
税
額
控
除
の
対
象
と
な

れ
ば
、
日
本
に
納
税
さ
れ
る
所

得
税
は
減
少
す
る
こ
と
と
な

る
。

2

日
米
租
税
条
約
上
の
調
整
規
定

そ
こ
で
、
現
行
の
日
米
租
税

条
約
（
平
成
16
年
改
正
）
に
は

こ
れ
ら
に
つ
い
て
の
調
整
規
定

が
設
け
ら
れ
た
。

⑴
米
国
市
民
及
び
米
国
永
住
権

保
持
者
に
対
す
る
双
方
居
住
者

の
振
分
規
定

日
米
租
税
条
約
で
は
市
民
権

や
住
所
等
を
基
準
と
し
て
居
住

者
か
否
か
を
判
定
す
る
が
（
同

条
約
4
条
1
）、
米
国
市
民
及

び
米
国
の
永
住
権
保
持
者
は
日

本
の
居
住
者
で
な
い
場
合
に
限

り
米
国
の
居
住
者
と
な
る
た
め

（
同
条
約
4
条
2
）、
日
本
の

居
住
者
で
あ
れ
ば
租
税
条
約
上

は
米
国
の
非
居
住
者
と
な
る
。

⑵
日
本
に
お
け
る
外
国
税
額
控

除
の
制
限

イ

日
米
租
税
条
約
第
23
条
第

3
項（
ａ
）の
規
定

「
日
本
国
は
、
1
の
規
定
に

従
っ
て
行
わ
れ
る
控
除
の
額
の

計
算
上
、
合
衆
国
が
合
衆
国
の

市
民
又
は
市
民
で
あ
っ
た
者
若

し
く
は
長
期
居
住
者
と
さ
れ
る

者
で
な
い
日
本
国
の
居
住
者
が

取
得
し
た
所
得
に
対
し
こ
の
条

約
の
規
定
に
従
っ
て
課
す
る
こ

と
が
で
き
る
租
税
の
額
の
み
を

考
慮
に
入
れ
る
も
の
と
す
る
」

と
し
、
日
本
居
住
者
の
米
国
市

民
な
ど
に
対
し
て
外
国
税
額
控

除
に
つ
い
て
の
制
限
を
設
け
て

い
る
。

ロ

米
国
市
民
に
対
す
る
制
限

ま
ず
、
前
記
イ
の
規
定
は
、

米
国
市
民
は
、
米
国
市
民
で
は

な
い
米
国
の
非
居
住
者
と
し
た

場
合
に
日
米
租
税
条
約
に
従
っ

て
米
国
で
課
税
で
き
る
税
額
を

超
え
て
米
国
で
課
税
を
受
け
た

部
分
は
、
日
本
の
外
国
税
額
控

除
の
対
象
と
は
し
な
い
と
い
う

も
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
こ
の

租
税
条
約
の
規
定
の
み
で
外
国

税
額
控
除
の
制
限
を
行
う
こ
と

は
租
税
法
律
主
義
（
憲
法
84

条
）
の
観
点
か
ら
問
題
が
あ
る

こ
と
か
ら（
注
2
）、
国
内
法
も

整
備
さ
れ（
注
3
）、
前
記
イ
の

規
定
に
よ
り
日
本
の
外
国
税
額

控
除
上
、
考
慮
し
な
い
こ
と
と

さ
れ
る
米
国
の
所
得
税
は
、
日

本
で
の
外
国
税
額
控
除
の
適
用

上
、
国
内
法
上
も
外
国
所
得
税

と
は
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
た

（
所
法
95
①
、
所
令
2
2
2
の

2
④
五
）。

ハ

市
民
権
・
永
住
権
放
棄
に

係
る
税
の
制
限

前
記
イ
の
「
市
民
で
あ
っ
た

者
若
し
く
は
長
期
居
住
者
と
さ

れ
る
者
」
と
は
、
米
国
で
市
民

権
・
永
住
権
放
棄
に
係
る
税
の

対
象
と
な
り
得
る
者
を
指
し
て

お
り
、
通
常
の
米
国
の
非
居
住

者
に
対
し
て
日
米
租
税
条
約
に

従
っ
て
米
国
で
課
税
で
き
る
税

額
を
超
え
て
米
国
で
市
民
権
・

永
住
権
放
棄
に
係
る
税
が
課
さ

れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
部
分
は

日
本
で
の
外
国
税
額
控
除
の
対

象
と
は
な
ら
な
い
こ
と
を
意
味

す
る
。
こ
こ
で
、「
長
期
居
住

者
」
は
米
国
の
永
住
権
保
持
者

を
指
し
て
い
る
と
解
す
る
向
き

が
あ
る
が
そ
う
で
は
な
い
。「
長

期
居
住
者
」と
は
「
居
住
許
可

が
終
了
す
る
直
前
の
15
年
間
に

お
い
て
少
な
く
と
も
8
年
間
米

国
の
永
住
権
を
保
持
し
て
い
る

者
」（IR

C 877

（e

）（2

）、
877
A

（g

）（5

））
と
定
義
さ

れ
て
お
り
、
永
住
権
放
棄
に
係

る
税
の
対
象
と
な
る
者
を
指
し

て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、T

e

ch
n
ical

E
x
p
lan
atio
n

（
米
国
財
務
省
の
日
米
租
税
条

約
の
解
釈
指
針
）
の
第
23
条
第

3
項
の
説
明
な
ど
か
ら
も
確
認

で
き
る
。

3

米
国
の
永
住
権
保
持
者
の
課
税
と

日
本
に
お
け
る
外
国
税
額
控
除
の
制
限

日
本
の
居
住
者
で
あ
る
米
国

の
永
住
権
保
持
者
は
前
記
2
⑴

の
と
お
り
、
租
税
条
約
上
は
日

本
の
居
住
者
、
米
国
の
非
居
住

者
と
な
る
が
、
前
記
1
の
と
お

り
、
米
国
の
国
内
法
に
よ
り
全

世
界
所
得
に
対
し
て
通
常
税
率

で
課
税
さ
れ
る（
注
4
）。
し
か

し
、
租
税
条
約
で
非
居
住
者
等

に
対
し
て
一
定
の
軽
減
・
免
除

を
規
定
し
て
い
る
場
合
に
、
そ

れ
を
超
え
て
課
税
さ
れ
る
部
分

の
金
額
は
外
国
税
額
控
除
の
対

象
と
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い

る（
所
法
95
①
、所
令
2
2
2
の

2
④
四
）。
日
本
居
住
者
で
あ

る
米
国
の
永
住
権
保
持
者
は
、

日
米
租
税
条
約
上
は
米
国
非
居

住
者
と
な
る
の
で
、
米
国
非
居

住
者
で
あ
る
場
合
に
日
米
租
税

条
約
に
従
っ
て
米
国
で
課
税
で

き
る
税
額
を
超
え
て
米
国
で
課

税
さ
れ
た
部
分
は
、
こ
の
規
定

に
よ
り
外
国
税
額
控
除
の
対
象

と
は
な
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
、

日
米
租
税
条
約
第
23
条
第
3
項

（
ａ
）を
適
用
す
る
の
で
は
な
い

と
考
え
る
。

4

結
び
に
代
え
て
（
提
言
）

T
ech
n
ical
E
x
plan
ati

on

の
日
米
租
税
条
約
第
23
条

第
3
項
の
と
こ
ろ
で
は
二
つ
の

計
算
例
が
示
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
は
同
項
に
よ
る
外
国
税
額
控

除
の
制
限
の
仕
組
み
の
理
解
に

資
す
る
も
の
で
は
あ
る
が
、
租

税
条
約
上
、
米
国
の
非
居
住
者

で
あ
る
場
合
に
租
税
条
約
上
の

制
限
税
率
に
よ
る
課
税
で
完
結

す
る
単
純
化
さ
れ
た
例
と
な
っ

て
い
る
。
租
税
条
約
上
は
日
本

の
居
住
者
・
米
国
の
非
居
住
者

と
な
る
米
国
市
民
や
永
住
権
保

持
者
が
、
米
国
の
非
居
住
者
で

あ
っ
た
場
合
に
も
米
国
で
申
告

納
税
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に

は
、
実
際
に
全
世
界
所
得
に
対

し
て
通
常
税
率
で
課
税
さ
れ
て

い
て
も
、Fo

rm
1
0
4
0
N
R

（
非
居
住
者
用
の
米
国
の
所
得

税
の
確
定
申
告
書
）
に
よ
り
税

額
計
算
を
し
て
、
そ
の
税
額
を

限
度
に
外
国
税
額
控
除
の
対
象

に
す
る
こ
と
と
な
る
と
考
え
ら

れ
る
が
、
明
示
さ
れ
て
い
る
わ

け
で
は
な
い
。
こ
の
よ
う
な
事

例
も
含
め
、
難
解
な
条
文
に
つ

い
て
は
、
例
え
ば
、
そ
の
解

釈
、
取
扱
い
及
び
具
体
的
な
計

算
等
に
つ
い
て
両
国
で
合
意
し

た
内
容
を
議
定
書
又
は
交
換
公

文
等
で
明
示
し
、
公
表
さ
れ
れ

ば
よ
り
明
確
に
な
る
と
考
え

る
。ま

た
、
日
米
租
税
条
約
上
の

長
期
居
住
者
が
米
国
の
永
住
権

保
持
者
で
あ
る
と
の
誤
解
（
前

記
2
⑵
ハ
）
が
生
じ
て
い
る
一

因
は
、
長
期
居
住
者
と
い
う
特

殊
な
用
語
が
租
税
条
約
の
中
で

定
義
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
あ

る
と
考
え
ら
れ
、
こ
の
よ
う
な

特
殊
な
用
語
に
つ
い
て
は
、
一

方
の
締
約
国
の
国
内
法
上
の
定

義
に
委
ね
る
の
で
は
な
く
、
租

税
条
約
の
中
で
明
確
に
定
義
さ

れ
る
よ
う
提
案
す
る
。

（
注
1
）
諸
外
国
の
出
国
税
に
つ

い
て
は
、
拙
稿
「
非
居
住
者
課
税

に
お
け
る
居
住
性
判
定
の
在
り
方

－

出
国
税
（E

x
it
tax

）
等
の

導
入
も
視
野
に
入
れ
て－

」
税
務

大
学
校
論
叢
65
号
（
2
0
1
0
）

1
頁
。

（
注
2
）
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
拙

稿
「
租
税
条
約
の
自
動
執
行
力
に

関
す
る
考
察
」
公
益
財
団
法
人
租

税
資
料
館
『
租
税
資
料
館
賞
論
文

集
第
21
回
上
巻
』（
租
税
資
料
館
、

2
0
1
3
）
4
0
1
頁
。

（
注
3
）
住
澤
整
ほ
か
『
改
正
税

法
の
す
べ
て
〔
平
成
17
年
版
〕』（
大

蔵
財
務
協
会
、
2
0
0
5
）
2
9

7
頁
。

（
注
4
）
米
国
の
永
住
権
保
持
者

が
米
国
に
居
住
し
て
い
な
い
場
合

に
は
、Fo

rm
1040

N
R

にF

o
rm
8833

を
添
付
し
、米
国
で

非
居
住
者
と
し
て
の
課
税
を
選
択

す
る
手
続
が
あ
る
。し
か
し
、あ
え

て
こ
れ
を
選
択
し
な
い
場
合
も
あ

り
、
そ
れ
は
米
国
の
永
住
権
の
更

新
の
障
害
と
な
る
こ
と
を
避
け
る

た
め
で
あ
る
と
の
指
摘
が
あ
る（h

t

tp
s://h

o
d
g
e
n
.co
m
/g
re
e

n
-card -h

o
ld
e
rs -tre

aty
-e
l

e
ctio
n
s -an
d
-e
x
it -tax

/)

。

居
住
者
の
外
国
税
額
控
除
と

日
米
租
税
条
約
に
お
け
る
制
限
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